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で構成されるが、マジョリティの漢族が 90％以上であり、残り 10％弱を 55 の少数民族が占め















































































































































































































































7 Qiao, Jinzhong (2010). On the Rural-Urban Disparity in Access to Higher Education Opportunities in 
China. Chinese Education and Society. 43(4). 22-31. 
8 南部広孝『東アジアの大学・大学院入学者選抜制度の比較』東信堂、2016 年。 
9 小川佳万、前掲書。 
10 郎維偉「高考招生録取的民族政策与少数民族教育権利平等」『西南民族大学学報（人文社科
版）』第 201 期、2008 年、64 頁。 
11 （台湾）「原住民学生学保障及原住民公費留学弁法」（第三条）。 
12 読売新聞教育部『大学入試改革－海外と日本の現場から－』中央公論新社、2016 年。 
13 南部広孝、前掲書。 
14 Zheng, Ruoling (2010). On the Rationality of the College Entrance Examination: Analysis of Its 

































年に 1 回、1 日（近年は 11 月の第 2 木曜日が多い）で行われる修能試験は、「韓国語」、「数

































































（出所）韓国教育課程評価院「2016 年度大学修学能力試験施行細部計画」2015 年。 
 
表２－２ 修能試験の科目別受験者数（2016 年度試験） 
A B A B 社会 科学 職業
受験者数 274,624人 309,985人 391,430人 156,702人 568,430人 322,674人 230,729人 7,512人 71,022人 585,332人



























時募集」と、9 月から 12 月上旬に募集・選抜が行われる「随時募集」に分けられる。以前は定
時募集が一般的であったが、近年は随時募集の定員が過半数を超える傾向が続いており、2016
































（出所）大学入試情報ポータル<http://adiga.kr/>、2016 年 8 月 4 日閲覧。 
  





















































 2000 年代に入ると、「私教育」費問題が深刻化する。1990 年当時、家計に占める私教育費の
割合は 3％であったが、2007 年には 7.4％にまでに増加した12。その一方で、社会の経済格差
は、「IMF 経済危機」以降に急速に拡大し13、その影響は私教育費にも表れている。最新の統計
調査によると、児童生徒 1 人当たりの私教育費の月額平均は、月額所得 100 万ウォン（約 10
万円）未満の家庭の 6.6 万ウォン（約 6,600 円）に対し、700 万ウォン（約 70 万円）以上の家

















均等選抜が 2009 年度試験から実施されることとなった17。 
 「高等教育の戦略的発展方案」の具体的な内容をみてみると、まず量的側面では、定員外募






よう求められた。そのほか、2 科目を対象に 8 か月間の基礎学力向上プログラムの受講なども
支援策に盛り込まれた。 
 教育政策のスローガンに「幸福教育」を掲げる朴槿恵政権（2013 年～）が成立すると、格差






















年 11 月改正）において、対象者は次のように定められている。 
 
 （1）学校の長が定める農漁村地域または「島しょ・へき地教育振興法」第 2 条（山岳地域、
離島、「収復地区」、「接敵地区」、鉱山地区）に基づく島しょ・へき地の生徒。 
 （2）専門（職業）高校の卒業者。 
















































アクセスが困難な者を対象としている。「西海 5 島特別法の対象者選考」とは、2010 年 11 月
23 日の北朝鮮による砲撃事件（「延坪島砲撃事件」）により、延坪島を含む近隣 5 島の住民に対






 実際の募集状況は、表２－６のとおりである。2016 年度入学者選抜では、随時募集で 31,038
名（随時募集定員全体の 12.7％に相当）が募集されたのに対し、定時募集では 3,579 名（定時
募集定員全体の 2.9％に相当）が募集された。したがって、機会均等選抜は随時募集で行われ
るのが一般的であるといえる。両者の合計は 34,617 名で、全募集定員の 9.5％に相当する。 
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表２－６ 格差是正を目的とする選考の実施状況（2016 年度入学試験） 
選考種類 随時募集 定時募集 合　計
農漁村出身者 5,762 1,556 7,318
職業高校卒業者 732 519 1251
経済的困窮者 3,836 692 4,528
「平等な機会」選考 14,871 315 15,186
障害者 1,274 249 1,523
西島5島出身者 123 7 130
職業高校卒の在職者 4,440 241 4,681





160 名を募集した。また定時募集では、定員 766 名のうち、18 名を「機会均衡選抜選考Ⅱ」と
して募集した。随時募集で行われる「機会均衡選抜選考Ⅰ」は、生活保護受給家庭などの低所
























表２－７ ソウル大学の 2016 年度入学者の募集定員状況 
 
表注：「機会均衡Ⅱ」の（ ）内は上限の定員数である。 






















社会科学部   （学科ごとの定員の内訳は省略）　    　     合計　364名 15名 （4名）
自然科学部 （同上）　　　        　　　　　　　合計　249名 14名 （5名）
看護学部 （同上）　　　　　         　　　　 合計　　63名 6名 （2名）
経営学部 （同上）　　　　　　　　　　　　　　合計　135名 6名 （2名）
工科学部 （同上）　　　　　　　　　　　　　　合計　781名 33名 （5名）
農業生命科学部 （同上）　　　　　　　　　　　　　　合計　295名 24名 （4名）
美術学部 （同上）　　　　　　　　　　　　　　合計　102名 4名 （2名）
師範学部 （同上）　　　　　　　　　　　　　　合計　312名 17名 （4名）
生活科学部 （同上）　　　　　　　　　　　　　　合計　107名 5名 （2名）
獣医科学部 （同上）　　　　　　　　　　　　　　合計　　40名 8名 （2名）
音楽学部 （同上）　　　　　　　　　　　　　　合計　146名 6名 （2名）
医科学部 （同上）　　　　　　　　　　　　　　合計　　95名 3名 （2名）
自由専攻学部 （同上）　　　　　　　　　　　　　　合計　123名 6名 （5名）









































に対する配慮は、今後も入試改革の論点の 1 つであり続けると思われる。 
                                                  










第 53 号、2016 年、28-29 頁。 
5 文部科学省『諸外国の初等中等教育』明石書店、2016 年、290-291 頁。 
6 馬越徹『韓国大学改革のダイナミズム－ワールドクラス（WCU）への挑戦－』東信堂、2010
年、178 頁。 
7 受験競争の抑制のため、国公立大学は 1998 年から、私立大学は 2002 年から、大学が個別に
教科の筆記試験を行うことは禁じられている。 





る制度である。2016 年度試験では、4 年制大学の約 8 割、専門大学の約 1 割が同制度に基づ
く試験を実施し、全募集定員の約 2 割に相当する 6 万 9,043 人を募集した。 
10 キム・ヨン「国の大学入試関与方式の変化：法規分析を中心に」『韓国教育』第 35 巻第 1 号、
2008 年、291 頁。 
11 教育改革委員会「世界化・情報化時代を主導する新教育体制の樹立のための教育改革方案」
1995 年、28 頁。 
12 韓国教育開発院報道解説、2012 年 8 月 3 日付、3 頁。 
13 横田伸子「韓国の経済格差拡大と非正規労働問題」『労働調査』第 517 号、2013 年、15 頁。 
14 韓国統計庁「2015 年初・中・高の私教育費調査の結果」2016 年、10 頁。 
15 教育人的資源部「高等教育の戦略的発展方案」2007 年、1 頁。 
16 同前書、6 頁。 
17 韓国教育開発院「高校－大学連携のための大学入試選考研究（Ⅳ）－2：大学新入生選抜の
実態及び改善方案研究」（研究責任者：キム・ミラン）2009 年、106 頁。 
18 ソウル大学「2016 年度大学新入学生入学選考案内」2015 年、24 頁。 
19 例えば、キム・ハンベ「『定員外』機会均等割当制は妥当か？」『大学教育』第 149 号、2007
年、101-105 頁など。 
20 同前書、103 頁。 
21 キム・ハンベ、前掲書、102-104 頁、イ・ビョンロ「機会均等割当制の問題点及び対案」『大
− 22 −
                                                                                                                                          
学教育』第 149 号、2007 年、98-99 頁。 
22 2004 年の「大学構造改革方案」の策定以降、政府は私立大学を含む大学の統廃合を積極的
に進めている。李明博政権期（2008～2013 年）には、政府独自の評価に基づき大学の退場を
促す事業も開始された。2005 年から 2014 年までの 10 年間で、32 件の大学統廃合（国立 9
件、公立 1 件、私立 22 件）が行われた。また、教育部が 2014 年 1 月に発表した「大学構造
改革の推進計画」では、2023 年までに入学定員を 16 万人削減する方針が示された。 
23 キム・ハンベ、前掲書、104-105 頁、イ・ビョンロ、前掲書、98 頁。 
24 キム・ミラン「社会統合選考の学生たちの大学生活に関する研究：農漁村特別選考の学生を
中心に」『青少年学研究』第 21 巻第 5 号、2014 年、297 頁。 
25 イ・ビョンロ「機会均等割当制の問題点及び対案」『大学教育』第 149 号、2007 年、98 頁。 






































































省（市・区） 第一期校 第二期校 第三期校 
文系 理系 文系 理系 文系 理系 
北京 495 477 446 433 416 402 
上海 438 423 379 342   
江蘇 341 340 311 312 265 275 
西蔵 少数民族 320 280 278 242   
漢族 490 460 345 325   


















































































政治 歴史 地理  







文系：歴史 ＋ 1科目 
（技術を除く） 選択科目以外































































































大学名 所在地 大学名 所在地 
中央民族大学  北京 湖北民族学院  恩施 
中南民族大学  武漢 貴州民族学院  貴陽 
西南民族大学  成都 西蔵民族学院  咸陽 
西北民族大学  蘭州 四川民族学院  康定 
北方民族大学  銀川 呼和浩特民族学院  呼和浩特 
大連民族大学  大連   
広西民族大学  南寧 
雲南民族大学  昆明 
青海民族大学  西寧 







































































省・自治区・直轄市 文系 理系  省・自治区・直轄市 文系 理系 
北京 72 111 湖北 25 27 
天津 18 20 湖南 26 27 
河北 28 19 広東 28 25 
山西 22 22 広西 21 16 
内蒙 13 13 海南 8 8 
遼寧 19 18 重慶 22 15 
吉林 20 15 四川 32 31 
黒竜江 17 13 貴州 24 20 
上海 12 12 雲南 19 16 
江蘇 24 16 西蔵 5 5 
浙江 7 26 陝西 27 26 
安徽 24 27 甘粛 15 15 
福建 18 21 青島 9 10 
江西 20 20 寧夏 11 11 
山東 24 28 新疆 23 22 



































表３－５  江蘇省における一期校の農村枠募集人数 
文系 理系 
  農村枠 全体   農村枠 全体 
南京信息工程大学 25 211 南京信息工程大学 25 727 
南京師範大学 10 567 南京師範大学 40 819 
南京工業大学 10 176 南京工業大学 40 1,300 
南京郵電大学 10 97 南京郵電大学 40 947 
江蘇師範大学 30 309 南京医科大学 50 799 
蘇州大学 16 501 南京中医薬大学 50 436 
揚州大学 20 358 江蘇師範大学 20 241 
蘇州大学 34 1,763 
南通大学 50 345 
揚州大学 30 181 
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施機関である「香港考試及評核局」(Hong Kong Examination and Assessment Authority; 以
下 HKEAA とする)と香港に 8 校ある公立大学の共同入学者振り分け機関である「大學聯合招





























となっており、高等教育は 3 年制（教員養成機関である香港教育学院のみ 4 年制）だった。5
年間の中等教育修了段階で、香港 O レベル試験があり、進学コースに進める者は生徒の約半数





Education Commission; 教育統籌委員會）は問題視し、2000 年に学制及び試験制度を変更す
る教育改革提案書、『香港教育改革建議』１を提出した。この提言に基づき既存の中等教育校全












































めである。大学は長いこと 1911 年創立の香港大学しかなく、1963 年に入ってやっと 2 校目の











香港には 2016 年 9 月現在、JUPAS 加盟の公立 8 大学と、公立ではないが入学者は JUPAS
経由で選抜する香港公開大学（日本の放送大学に該当）、公的資金の助成を受けているが独自に
入学者決定を行う香港芸演芸学院、そして 2000 年代（多くが 2010 年以降）に認可を受けた私
立大学 9 校と、日本の短大に相当する専業学院 3 校、同じく短大に相当する職業訓練局管轄の




表４－１ 公立大学 （University Grant Committee：UGC による公費運営大学） 
大学名 創設年        前身  




←( 民間立 ) 浸会ｶ ﾚ ｯ ｼ ﾞ
(1956) 
←技術者養成校(1937) 
香港中文大学CUHK 1963 年 
香港城市大学City U 1985 年(新設) 
香 港 科 学 技 術 大 学
HKUST 
1991 年(新設) 
香港浸会大学HKBU  1994 年  ←カレッジの公立化
(1983） 
香港理工大学Poly U 1994 年  ←香港理工学院(1983) 
香港教育大学EdUHK 1994 年  ←5 つの教員養成ｶﾚｯｼﾞ 
嶺南大学 LU 1999 年  ←香港嶺南学校(1967) 
註）学制の変更に伴い、大学教育は 2012 年に旧制度上の新入生（3 年制）と新制度上の新入生
（4 年制）を同時に迎え、2015 年に旧制度の学生が大学を卒業し新制度へ完全移行した。元々
4 年制だった香港教育学院は、2016 年に 5 年制の香港教育大学になった。 














低でも 6 教科、多い生徒は 8 教科受験する。 
 
表４－２ 中等教育修了試験 試験科目の分類と種類 
 カテゴリーA: 後期中等教育課程 
必修科目 
中国語 英語 数学 人文研究科 
選択科目 
中文学 生物 ビジネ・会計及び財務概論  
英文学  化学 デザイン・応用工学 
中国史 物理 健康管理・社会福祉 
経済 科学：一般科学 通信科学技術（ICT）  
倫理・宗教 科学：統合科学  科学技術と生活 
地理    音楽 
歴史    美術 





イメージデザイン★ ファッションとイメージデザイン インテリアデザイン 
宝石デザイン ♯  宝飾品デザイン＊  商業漫画デザイン♯  
コンピュータゲームとアニ
メデザイン  粤劇入門  舞台芸術入門★  
ダンス 演劇芸術基礎    
メディア・コミュニケーション 




公共と広告★ ラジオ番組制作♯  雑誌編集と制作  
ニューメディア通信機能      
ビジネス・管理・法規 
金融と管理♯  実用コンピュータ会計♯  実用会計＊  
応用商業研究♯  中小企業の起業  マーケティングとオンライン広告
国際貿易マーケティング★  仕入れと商品化★ 香港の法規制強化  
サービス 
食品・飲料の取り扱い♯ パテシエとカフェ営業＊  西洋料理 
ホテルサービス実務 ホテル運営  幼児保育・教育  
 美容基礎     
応用科学 
動物ケア＊ 中医学基礎 健康管理基礎♯ 
健康管理実務 医療実験科学 応用心理学 
心理学探索 ♯ 実用心理学 運動化学と健康管理  
スポーツとフィットネス管
理     
工学・生産 
車両技術  電気とエネルギー工学  環境工学★  
コンピュータ鑑識技術 携帯とオンラインアプリ開発♯ 航空学 
建築工学     
 
(非中国語母語話者のための) 応用中国語 
サービス業の中国語 接客業の実用中国語    
 
★2016 年の試験まで。 ♯2017 年の試験まで。 ＊2018 年の試験より導入 
カテゴリーC: その他の言語  
フランス語 ドイツ語 ヒンドゥー語  
日本語 スペイン語  ウルドゥー語 
 
（出所）HKEAA：<http://www.hkeaa.edu.hk/en/hkdse/assessment/subject_information/ > 









が、これはHKEAA が作成した試験ではなく、ケンブリッジ大学試験局（Cambridge University 
Examination Syndicate）作成の AS-Levels 試験を利用する。年に 2 回 8 月と 11 月に実施さ
れており、どちらの試験を受けてもよい。あくまでも選択科目としての選択肢なので、カテゴ
リーC から受験科目を選ぶということは、3 つ目の語学科目を受験することになる。 
また、HKEAA は 2015 年から、非中国語母語話者の代替試験該当者に対して新たに「応用
中国語」の 2 科目をカテゴリーB に設けた。これで非中国語母語話者は、海外の試験だけでな
く、HKDSE の選択科目から履修し、必修の中国語の代替とすることも可能になった。 
 カテゴリーB の評定は、「優等合格」、「合格」、「不合格」の 3 段階評価となり、必修科目を含
めたカテゴリーA の評定の出し方と異なる。従って、後期中等教育の選択科目を全てカテゴリ
ーB から履修し受験科目にすることは、公立大学への入学を進路の選択肢に入れないことを意
味する。一方大学進学希望者は、全てカテゴリーA（ないし C）の中から選択科目 2～4 教科を
選び、必修と合わせて 6～8 科目を受験する。これらの試験（カテゴリーC を除く）は、語学









う EMI（English as Medium of Instruction）校と、中国語（広東語）で授業を行う CMI（Chinese 





























表４－３ 成績証明書の「中国語」と「英語」＿＿＿＿＿         
中國語文    CHINESE LANGUAGE             5(Five) 
 ・閲讀       ・Reading                           3(Three) 
  ・寫作       ・Writing                            5**(Five**) 
  ・聆聽       ・Listening                          4(Four) 
  ・説話       ・Speaking                          5*(Five*) 
  ・綜合能力          ・Integrated Skills                   4(Four) 
英國語文    ENGLISH LANGUAGE             4(Four) 
  ・閲讀       ・Reading                           5(Five)             
  ・寫作       ・Writing                            5(Five) 
  ・聆聽與総合能力  ・Listening and Integrated Skills      4(Four) 
  ・説話       ・Speaking                          4(Four) 
   ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
註）5**, 5* はそれぞれ評定 5 の中で特に優れている者に与えられる評定で、「5**」は教科に
より多少異なるが、全解答用紙の上位 1～0.7％の解答に与えられる最も高い評定である。 
 
なお、2015 年の HKDSE 試験結果統計では、中国語の評定が「2」以下だったのは 47％、
英語が「2」以下だったのは 48％、大学入学申請基準以上の成績を修めた受験生は、現役生の
みで 40.3％、受験生全体では 35.4％だった６。 
 
４．大学入学者選抜方法 
 香港地域内の大学進学希望者は、図４－３のように JUPAS を経由して公立大学の合否が一
括して決定される。大学の入学者受け入れ枠が限られているため、過不足なく公平に入学機会
が与えられるよう、入学オファーは原則 1 校 1 学部からしか出されない。第 1 回目の入学オフ


























































リート校が多い。更に DSS 校の内 7 校は、現地教育課程（HKDSE）と IB ディプロマ課程を
併設しており、IB ディプロマ課程は教師陣や授業料体系も異なるため、一つの学校内に二つの
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官立校 民設・民営（政府助成校） 私立校 英国学校群 国際学校・外国人学校
 
DSS: Diret Subsidy Scheme （直接資助計劃） 
PIS: Private Independent School 
































 調査年度 2001 2006 2011 
  国籍 人口 ％ 人口 ％ 人口 ％ 
中
国 
永久居住地：香港 6 261 864 93.3 6374221 92.9 6 489 492 91.8 
永久居留地：香港外 76 898  1.1 86 062  1.3 97 084  1.4 
外国籍
 
インドネシア 54 629 0.8 110576  1.6 137 403 1.9 
フィリピン 143 662  2.1 115 349  1.7 135 081  1.9 
英国 25 418  0.4 24 990  0.4 33 733  0.5 
インド 16 481  0.2 17 782  0.3 26 650  0.4 
パキスタン 9 922 0.1 10 256  0.1 17 253  0.2 
アメリカ合衆国 14 379  0.2 13 608  0.2 16 742 0.2 
オーストラリア 9 505  0.1 10 190  0.1 15 949  0.2 
ネパール 12 379  0.2 15 845  0.2 15 943  0.2 
タイ 14 791 0.2 16 151  0.2 14 211  0.2 
日本 14 715  0.2 13 887  0.2 13 858  0.2 
その他 53 746  0.8 55 439  0.8 58 177  0.8 








香港身份証；Hong Kong ID card）を持つ市民が「香港市民」であり、本考察の対象となる。
中国籍の香港人であっても永久居住地が香港（香港 ID では「香港永久居民」）かそれ以外で分
類されるのと同様に、外国籍の香港居住者にも「香港永久居民」の香港 ID を持つ市民が存在








2001 年 2006 年 2011 年 
民族 人口 ％ 人口 ％ 人口 ％ 
華人 6 364 439 94.9 6 522 148 95 6 620 393 93.6 
インドネシア人 50 494 0.8 87 840 1.3 133 377 1.9 
フィリピン人 142 556 2.1 112 453 1.6 133 018 1.9 
白人 46 584 0.7 36 384 0.5 55 236 0.8 
インド人 18 543 0.3 20 444 0.3 28 616 0.4 
パキスタン人 11 017 0.2 11 111 0.2 18 042 0.3 
ネパール人 12 564 0.2 15 950 0.2 16 518 0.2 
日本人 14 180 0.2 13 189 0.2 12 580 0.2 
タイ人 14 342 0.2 11 900 0.2 11 213 0.2 
その他のアジア系 12 835 0.2 12 663 0.2 12 247 0.2 
その他（複数回答） 20 835 0.3 20 264 0.3 30 336 0.4 
合計 6 708 389 100.0 6 864 346 100.0 7 071 576 100.0 
































言語・方言 　　調査年　 2001年 2006年 2011年 2001年 2006年 2011年 2001年 2006年 2011年
89.2 90.8 89.5 6.8 5.7 6.3 96.1 96.5 95.8
0.9 0.9 1.4 33.3 39.2 46.5 34.1 40.2 47.8
3.2 2.8 3.5 39.8 41.9 42.6 43.0 44.7 46.1
1.3 1.1 0.9 3.8 3.6 3.8 5.1 4.7 4.7
1 0.8 0.7 3.8 3.2 3.1 4.8 3.9 3.8
1.7 1.2 1.1 2.3 2.1 2.3 3.9 3.4 3.5
0.2 0.1 0.3 1.2 1.5 2.2 1.3 1.7 2.4
0.2 0.1 0.2 1.7 1.3 1.4 1.9 1.4 1.7
0.2 0.2 0.2 1.2 1.1 1.4 1.4 1.2 1.5










































中等教育校は学区があり、生徒分配システム（Secondary School One Central Allocation 
System）という政府の生徒分配システムにより、学区と小学校 6 年次に受ける香港統一学力試

















産業 人口 ％ 
製造業 142 973 4.0 
建築・建造業 275 517 7.8 
貿易、倉庫、卸業 805 269 22.7 
運輸、倉庫、郵政、配送業 316 597 8.9 
ホテル・レストラン業 278 939 7.9 
通信・IT 業 116 757 3.3 
金融・保険業 219 564 6.2 
不動産、商業サービス業 462 075 13.0 
公共行政、教育、医療、社会福祉 513 324 14.5 
その他の個人業種 389 575 11.0 
農業、漁業、鉱業を含むその他 27 191 0.8 
合計 3 547 781 100.0 










シブ教育に方針を変更した。非中国語話者（NCS: Non-Chinese Speaking (people)）である新
移民の子女がスムーズに香港の学校に編入でできることを目的にした全日制「香港生活開始プ



























































                                                  
１ 香港教育統籌委員會・中華人民共和國香港特別行政區政府『香港教育改革建議』2000 年 9
月。 
２ 大和洋子「香港の大学入学資格統一試験改革：新試験（2012）が目指す人材育成」『国立教
育政策研究所紀要 第 143 集』2014 年、117-133 頁。  
３ 教育局の教育統計及び JUPAS の資料より算出。 
４ 2014 年 9 月学校訪問時のインタビュー JOCKEY CLUB EDUYOUNG COLLEGE 
５ 2014 年 9 月学校訪問時のインタビュー 英華書院 
６ HKEAA 「2015 年香港中學文憑考試成績統計」 
<http://www.hkeaa.edu.hk/DocLibrary/HKDSE/Exam_Report/Examination_Statistics/dsee
xamstat15_3.pdf> 
７ 2015 年 9 月学校訪問時のインタビュー St. Paul’s Coeducational Secondary School, 
Diocesan Boys’ College.   
８ 家庭内ヘルパーのような資格で来港した外国人は永久居民証の申請はできない。 
９ Yamato, Yoko (2003) “Education in the Market Place: Hong Kong’s International Schools 
and their Mode of Operation”, CERC, the University of Hong Kong  
１０ 大和洋子「香港における外国人児童生徒の教育：徳芸学校での集約的受け入れから一般校
での分案受け入れへ」『外国人児童生徒の教育等に関する国際比較研究 報告書』（研究代表者 
























































































  個人申請 学校推薦 その他 試験入学 
2007年 17,015（14） 8,822（7） 5,551（5） 86,652（73） 
2008年 19,400（17） 9,034（8） 4,473（4） 81,409（71） 
2009年 19,161（17） 8,883（8） 6,861（6） 76,434（69） 
2010年 23,272（21） 9,721（9） 8,446（8） 71,165（63） 
2011年 34,247（30） 6,790（6） 5,467（5） 66,683（59） 
2012年 39,587（35） 8,213（7） 5,837（5） 59,696（53） 
2013年 43,186（38） 9,670（9） 5,450（5） 55,307（48） 




































































































 表５－２ 少数民族の在学率（2013年） 
教育段階 全学生・生徒数 少数民族学生・生徒数 全体における少数民族学生・生徒
の占める割合（%） 
小学 1,297,120 45,341 3.50 
中学 831,930 26,260 3.16 
高等学校 393,321 10,229 2.60 
高等職業学校 360,491 9,942 2.76 
大学 1,137,193 24,000 2.11 
修士 177,305 1,236 0.70 































































  文系 理工 生命科学 芸術 医学 合計 
公立 256 151 83 39 0 529 




     表５－４ 大学所在地別の少数民族枠数（2014年） 
大学所在地 文系 理工 生命科学 芸術 医学 合計 
北部 870 207 58 41 1 1177 
中部 270 85 99 13 2 469 
東部 36 6 11 10 0 63 
南部 438 138 93 10 0 679 
離島 22 10 2 0 0 34 




























































































































































































































                                            
































































































































































個別入試（sop trong）、医学部入試（sop ko.so.pho.tho.）の４つに分けることができる。 
合同入試（CUAS：Central University Admission System）は、タイ語でも「アドミッション」
と呼ばれているものであり、複数の大学（2016 年現在 24 大学）が共通に利用することを目的とし
て全国学長会議（AUPT：Association of University Presidents of Thailand）が実施主体となり、































２月～ 直接入試 O N ET試験（２月上旬）


























の正式名称は「北部開発区入学者選抜プロジェクト（Khrongkan sop khat luak nakrian nai khet 
phatana pak nuea）」である。チェンマイ大学の北部クオータ入試には、北部17県居住者を対象と
した一般選抜、成績優秀者の特別選抜、「一郡一医師（ODOD：One Doctor One District）」選抜、
「僻地医師（CPIRD：Collaborative Project to Increase Production of Rural Doctor）」選抜、「タ
























いったようなタイ山地民（chao thai phu kao）が自らを管理し、また、より発展できる機会の提供。







































































識を活かして、地元の発展に資するといったようなタイ山地民（chao thai phu kao）が自らを管理











































                                                     
1 Fullinwider, F., “Affirmative Action”, The Stanford Encyclopedia of Philosophy (2013 Edition), Edward N. 

















































                                                                                                                                                   
26 牧、前掲論文ならびにPunthumasen, P., and Maki, T., “A Study of Community College Synchronization 
with the Educational Needs of Local People in Thailand,” In Raby, Rosalind L., Edward J. Valeau (Eds.) 





















30 タイ教育省「タイの大学入試制度」『バンコク日本人商工会議所所報』No. 509、2004年、19頁。 











35 Phrarachabanyat kantabianrasadon Pho. So. 2534. Phrarachabanyat kantabianrasadon Pho. So. 2534. 「タイ
国籍法1991年版」 
36 Rabiapsamnakthabianklang waduai kan phicarana longraikan satana bukkhon nai tabianrasadon hai kae 





                                                                                                                                                   
38 重冨真一『タイ農村の開発と住民組織』アジア経済研究所、1996年、222頁。 



















































が1～2年間、初等教育学校（Primary School）が3年間、後期初等教育学校（Upper Primary School）







Certificate Examination）あるいはボード試験（10th Board Examination）と呼ばれているが、そ
れ以外に、中央中等教育委員会（Central Board of Secondary Education以下CBSE）や、民間団体
















































中等教育の就学率を上げるため、女子や SC や ST、OBC を対象とした格差是正を推進している。
2009年から国家中等教育計画（Rashtriya Madhyamik Shiksha Abhiyan：以下RMSA）10が始め
− 85 −
 Free supply of text books, U niform  of Transport facilities to poor children,
 B reakfast to poor children, Incentive aw ards to students studying in + 2
 belonging poor and w eaker section of the society
Supply of free text books, Stationery and uniform s to all students other than 
SC , ST, Incentive to S C  students, M onetary incentive to G irl students,
Scholarship for disabled students, R em edial coaching for students of w eaker
section, Stipend to all the eligible students belonging to S C /S T  students.
P ost m atric Scholarship to M inorities,
O B C , S C /S T , Ladli Schem e and Schoarship to C hildren of C onstruction w orker.
P re-M atric scholarship for M inority C om m unities.
Free text books, Free uniform s to all girls and S C  boys
Free education for girls,  Scholarship to
S C /S T  and O B C  S tudents , Scholarship to poor students
Supply of Free textbooks to B P L fam ily children
G irls H ostel
 P uducherry               
Free U niform  Schem e to G irl students for C lasses V I-X II.
C ash A w ards Schem e for S C  S tudents,
M onthly stipends to S C  students, N ational talent search
Scholarship Schem e and m onthly stipends to B P L S tudents.
Innovation-G irls E ducation, Q uality
Interventions, Special training for out of school children.
Financial assistance to poor C hildren
Financial assistance to M entally C hallenged C hildren
 U ttarakhand              
 H aryana                     
 H im achal P radesh   
 K erala                        
 N agaland                   
 R ajasthan                  
 D am an &  D iu            
 D elhi                          
 P unjab                       
 Tripura                       


























（出所）MHRD, Selected Information on School Education 2011-12, 2014．をもとに筆者作成。 
 










































 インドの学期の始まりは、州によって異なる。全国の州のうち、4 月始まりが 13 州、6 月始まり
が10州、7月始まりが4州、2月始まりが3州、1月・5月始まりが各2州、10月始まりが1州と
いうように様々である11。年間授業数は約200～250日であり、ほとんどの学校が月曜日から土曜日
までの週 6 日制である。長期休暇は、5 月から 6 月にかけての夏休み、年末年始にかけての冬休み
に加えて、毎年10月か11月にディワリというヒンズー教の大きな祭りにあわせて秋休みがある。 
ニューデリーにある学校の多くは 4 月の最初の週に新学年が始まる。しかし、後期中等教育の最
終学年の 12 年生のみを 3 月始まりにしている学校もある。11 学年の後期の 2 月終わりから 3 月初
めにかけての校内試験が終わるとすぐに12学年がスタートするというわけである。新学期が始まっ




があるが、12 年生は冬休みの前後の 11 月から 1 月にかけてプレ・ボード試験と呼ばれる模擬試験
を受ける。これは 3 月に受ける修了試験のための模擬試験であるが、生徒は本番の試験のように真









Higher Secondary Certificate Examinationあるいは12th Board Examinationと呼ばれる後期
中等教育修了試験の種類は多様である。州単位で行われる州ボード試験（State Board Examination）
以外に、全国的なものとしてCBSEが実施する「All India Senior School Certificate Examination





では、AISSCE に約67 万3000 人（6.5％）ISC に約 5 万6000 人（約0.5％）が受験している12。













が 339 校、私立大学（Private University）が 226 校、伝統的な教育機関や、準大学（Deemed 














をグジャラート州在住のAISSCEや ISC、 IB（International Baccalaureate）、 NIOS（National 







一方、IIT や IIM など全国から優秀な学生が集まる工学系や医学系の国立研究機関などは、後期
中等教育修了試験の合格や一定の基準を条件として、更に共通試験が行われる。よく知られている
ものとしては、国立や州立の工科大学や情報技術大学の共通試験である Joint Entrance 
Examination（以下JEE）、医科・歯科大学の共通試験であるAll India Pre Medical / Pre Dental 
Entrance Test（以下AIPMT）、一部の医科系大学All India Institute of Medical Science（以下
AIIMS）などがある。これらはどれも競争率が高く、都市部にある大手の予備校ではこれらの受験
者を対象としたコースを設けて、特別な授業を行っている。CBSE が管轄するAIPMT では 3 時間
















（Advanced）の受験資格を得ることができる。2014 年の試験では約 136 万人が JEE（Main）を
− 90 −
受験し、うち上位 15 万人が JEE（Advanced）の受験資格を得ることができた。2014 年の日程に























カテゴリー別 1回目 2回目 3回目 4回目 5回目 10回目 
一般 General 95 90 closed closed closed closed 
その他後進階層 OBC 90 87 closed closed closed closed 
指定カースト SC 85 84 84 closed 83 closed 
指定部族 ST 75 closed 73 72 70 65 





GEN　 　115 GEN　130 （36.1 ％）
OBC　　  74 OBC　115 （31.9 ％）
SC　　　　53 SC　　　65 （18.1 ％）




学科では、最初の選抜（カット・オフ）で、一般の基準が得点率 95％に対し、OBC が 90％、SC
が85％、STが75％、障がい者が75％であった。選抜は定員を満たすまで少しずつ基準を下げて行
われるが、この学科では2回目の選抜で一般の基準が90％、OBC が87％、SC が84%、障がい者
が 70％となった。その後、一般、OBC は定員を満たしたが、障がい者については、基準を 55％に
落として4回目まで、SCは83％に落として5回目まで、STは65％まで基準を落として10回目の
選抜まで行われた18。結果、一般の基準は 90％に対し、ST は 65％の得点率で入学が許可されるこ
ととなる。 
 全国共通試験が行われるJEE（Main）や JEE（Advanced）の選考基準も一般・SC・ST・OBC
ごとに決められている。例えば 2014 年の IIT デリー校では、入学定員 851 名のうち、一般が 419
名、OBCが220名、SCが123名、STが63名と決められている。障がい者の定員は一般が13名、
OBCが7名、SCが4名、STが2名の計26名であり、これらの定員を満たすため、一般の基準よ
りもSC・ST・OBC の基準は低くなっている19。2014 年に行われた JEE でのカットオフの得点基
準は次の表７－３の通りである。 
 





































































                                                     
1 UNESCO INSTITUTE for STATISTICS <http://data.uis.unesco.org/?queryid=142>（2016年10月10日ア
クセス） 
2 Twelfth five year plan vol.3, 21.192. 
<http://planningcommission.gov.in/plans/planrel/12thplan/pdf/12fyp_wol3.pdf>（2015年6月10日アクセス） 
3 1964～66 年のコタリ教育委員会（Kothari Education Commission）と1968 年の教育に関する国家政
策（National Policy on Education 1968）において提案された。 








8Twelfth five year plan vol.3, 21.99.（2015年6月16日アクセス）ケンドリヤは中央、ヴィディヤラヤは
学校、ナヴォダヤは新興の意味を表すヒンディー語である。 
9 個々の生徒の目標に対応した多角的な評価システムとして、持続的・包括的評価（Continuous and 
Comprehensive Evaluation : CCE）を導入するなどの実験的な改革を行っている。 
10 5年間で前期中等教育の就学率を52％から75％まで引き上げることを目標とした計画。 
11 MHRD, Selected Information on School Education2011-12, 2014.pp.14-17. （2015年6月17日アクセス） 
12 Ministry of Human Resource Development, Results of High School and Higher Secondary Examinations 




                                                                                                                                                   





















Some Steps to Reduce the Disparity in College Entrance 
Examinations in Asia 
 
Yoshikazu Ogawa (Ed.) 
 
   
This study steps to reduce the disparity between the college entrance examinations at 
several countries and regions in Asia.  College entrance examinations require fairness, 
but the meaning of the concept is not always the same, affected by the cultural and social 
contexts of different countries.  By examining respectively points with which each 
country is concerned regarding fairness, this study tries to clarify the uniqueness and the 
significance of the steps each country adopts.  It assumes that the dynamism and reality 
of fairness can be extracted, analyzing the ‘exceptions’ that seems to contradict 
superficially.   
 Several Asian countries, South Korea, China, Hong Kong, Taiwan, Thailand, and 
India, all of which have in recent years implemented large-scale system changes and 
steps to reduce disparity under the specific historical and social background.  These 
unique steps are targeted not only at students of ethnic minorities, but also at those in 
rural areas in general, both of which are the examples to consider the diversity and 
similarity of the steps.  It is anticipated that the results of this study can provide 
suggestions to college entrance exam reform in Japan at the point of the development of a 
new selection method. 
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